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１．会社法と債権者保護
一般的には、会社法制定・施行前においては、債権者
保護つまり資本維持という大義のもと、商法も会計も１
つの基準のもとに論理整然と存在していたと考えられて
いるようである。
この点について武田隆二（以下、武田）は、つぎのよ
うに述べている。＜…改正前の商法の「計算規定」では、
債権者保護という法理念のもとに、利益決定計算と利益
分配計算とが連動する一体的なものとして統括されてい
た。すなわち、会計に関する「計算規定」は、商業帳簿、
評価、そして配当可能利益の限度額計算に関する一連の
規定が、同一レベルで定められたことから、「分配」がま
さに「計算」というカテゴリーに統括されていたのであ
る。商法の「計算規定」が、「決定」計算と「分配」計算
とを含むところから、損益計算も利益分配計算も会計問
題であるという考えが一般化したものと考える。…＞（１）。
具体的には、＜…企業会計原則によると、貸借対照表上、
資本の部は、つぎのように区分表示される（貸借対照表
原則四（三）A・B) …　・資本金・資本準備金・利益
準備金・その他剰余金　…　財務諸表規則も同様に、資
本の部をつぎのように区分表示することを規定している
（59条・65条）…　・資本金・資本準備金・利益準備
金・その他剰余金（１.その他資本剰余金２.任意積立金
３.当期未処分利益（または当期未処理損失）…商法計算
規則は、資本の部をつぎのように区分表示すべき旨規定
している（34条①、35条①②）…　・資本金　・法定準
備金（１.資本準備金　２.利益準備金　）以上、法的に維
持すべき資本　・剰余金（１.任意積立金　２.当期未処分
利益）以上、配当可能利益　…＞（２）このような状況で
あったわけである。
ことに、上記商法計算規則による、資本金と法定準備
金は、企業会計原則はもとより、財務諸表規則において
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も「分配不能」部分として処理されてきたのである。
その意味で、上記武田の指摘する、損益計算も利益分
配計算も会計問題であるという認識が長い間続いてきた
ことは事実である。しかし、平成13年施行の商法規定が、
このいわば統一的状況に一石を投じたと見られるのであ
る。
＜従来減資差益は、株主から払い込まれた資本の残留
であるので、資本準備金とされてきたが、平成13年商法
改正により、配当可能利益にふくまれることとなった。
…＞（３）のである。
このところの事情を武田は、つぎのように指摘してい
る。＜…法定準備金の総額規制による取り崩しを行った
場合、商法上は資本準備金の取崩額であっても配当可能
利益として取り扱われる。しかし、会計サイドからの要
請で、本来「資本」たるものを「利益」として扱うこと
は不適切であるという意向をうけて、商法上の表示面で
「その他資本剰余金」という区分を貸借対照表の「資本」
の部において設けることで、調整をはかることとなった。
したがって、「その他資本剰余金」の区分には、（a)「資
本準備金減少差益」、（b)「減資差益」、（c）「自己株式処
分差益」が記載されることとなった（商規89条）が、こ
れら項目のうち（a)と（b)は、改正前までは資本準備金
として維持すべきであった項目である。このような表示
面での妥協が、本質的に本来資本たるものを資本として
扱うというのではなく、商法上の取り扱いとしては、表
示は資本であっても、実質的には処分可能利益であると
考えているのである。＞（４）。もちろん、同上引用文中、
会社法では、資本金の４分の１に相当する額を控除した
額を限度として法定準備金を減少できるとする旧法の規
制（旧289条２項）は廃止されている。
では、会社法では純資産中、何を分配不能であり、分
配可能であるとするかである。まず分配不能とするのは、
資本金と準備金（資本準備金・利益準備金）であり、そ
れ以外つまり剰余金（その他資本剰余金・その他利益剰
余金）を分配可能とするのである（５）。
一方会計上は、剰余金を資本剰余金（資本準備金・そ
の他資本剰余金）と利益剰余金（利益準備金・その他利
益剰余金）とに分類し、資本金・資本剰余金を資本取引
にもとづく分配不能なものと認識し、利益剰余金部分を
損益取引にもとづくものなので（利益準備金は法定され
たものなので除外するが）分配可能とするのである。
要は、その他資本剰余金部分を分配可能とみるかど
うかの差異であり、これを可とするのが会社法の立場で
ある。この一点の相違が、これまでの会計と商法との間
にみられた国内での「一つの会計基準」観を根底から崩
すことになったと思われるのである。
では果たして、会社法施行前にみられたとする商法・
会計間の一体観は、正しくはどのように理解されるべき
なのであろうか。はじめに、財務会計目的の点から若干
の検討をしてみたい。
まずに気になる点は、財務会計の機能中、なにをその
中心機能であるかについての統一的見解が定かでないこ
とである。
財務会計は制度会計であるという点からすれば、桜井
久勝（以下、桜井）の財務会計の機能の記述はよくその
背景をとらえ説明されている。そこではまず株式会社制
度の特徴を述べ、ことにその資本調達方式にその最大の
特色を求めている。＜…しかし株式会社の資本調達方式
は、関係者の間に利害対立の可能性を生みだすことにな
った。１つは株主数が増加して全株主による業務執行が
不可能となったため、経営業務を執行する一部の者と、
その他の一般株主の間で分化が進み、経営業務に関与し
ない一般株主が、経営陣の業務執行の誠実性に関して不
審をいだく可能性が生じたことである。また有限責任制
度は、株主にくらべた債権者の立場を相対的に不利なも
のとした結果、株主と債権者の間にも利害対立を生みだ
すことになった。…＞（６）とし、まずもって財務会計の、
私的利害の調整機能を取り上げ説明するのである。
まず第一の利害対立である、経営者と株主の間の対立
に対し＜…株主と経営者の間での利害調整のメカニズム
について、財務会計の生みだす報告書や、そこに計上さ
れる利益数字がやくだてられている。…株主と債権者の
間にもまた利害対立が存在する。そこで債権者は資金提
供に際し、自分の権利を守るために企業資産の社外流出
を制限するメカニズムの設定を要求するであろう。…そ
の結果として生まれてきたのが、配当額の制限である。
…＞（７）としている。
さらに桜井は、近年における証券市場の発達にともな
千葉経済大学短期大学部研究紀要　第４号
－64－
う上述の経営者・株主・債権者間における、いわば私的
利害調整にとどまらず、経済社会全体に対する公的な機
能をもつようになってきたとつぎのように説明する。＜
…すなわち投資家に対して、証券投資の意思決定に役立
つ情報を提供して彼等を保護することにより、証券市場
がその機能を円滑に遂行できるようにするという役割が
それである。財務会計に期待されるこの新しい役割は、
情報提供機能と呼ばれている。＞（８）。
以上を要するに、＜これら経営者・株主・債権者の間
の利害関係を調整する１つの手段が、財務会計の利益計
算とその報告を利用する方法…＞（９）であり、さらに＜
企業から投資者への情報提供は、証券市場を成立させる
ための不可欠な要件である…そのような情報提供の重要
な手段としての役割を担っているのが、貸借対照表や損
益計算書を中心とした財務諸表である。＞（10）のであれ
ば、会計は私的・公的な両側面において「利益計算機能」
と「経営情報提供機能」を果たすものといえるであろう。
しかしながら、ここで会計機能の考察上、不足と思わ
れる点は、上記両機能のより根底的な規定がなければな
らないと思われる点である。
２．資本維持の再吟味
資本維持論について森田哲彌（以下、森田）は、＜…
会計学上の資本維持論は、期間利益計算における「維持
すべき資本」、すなわち期間利益の計算の基礎となる会計
上の資本の内容をどのように規定すべきかという問題を
めぐる研究領域を意味する。会計上の資本概念が決定さ
れれば、それによって期間利益概念の主要な性格が規定
されることになるので、資本維持論は利益概念論ないし
利益計算論であるともいえる。…＞（11）と述べている。
この資本維持について、武田は債権者保護の視点から
つぎのように説明している。＜…債権者保護という表現
は、法律的観点からの特徴付けであり、スチュワードシ
ップ（受託者責任）という表現は、経営者観点からの特
徴付けであり、また、資本維持という表現は、会計的観
点からの特徴付けであって、それぞれ表現が異なるもの
の、同じ内容をそれぞれ別の角度から特徴づけたに過ぎ
ない。＞（12）とされたうえで、この３者の関係をさら
に、＜…会計の基本的課題は「利益測定」（利益決定計算）
に置かれており、「会計基準」として文書化されているも
のである。それに対し、決定計算で求められた利益は、
株主から受託した資本（貨幣資本）を維持…スチュワー
ドシップの履行…した後の余剰として、出資者たる「株
主に帰属する利益」（純資産の増加分）であるから、それ
を「分配」に付することは、「利益の配当」（増加した純
資産からの分配）と称せられ、原則として、その期に獲
得した利益の範囲（純資産増加分）で企業財産の流出
（現金配当）を伴う形で処理されてきた。そうすることが、
計算構造からも、また、債権者保護の理念からも妥当性
を持つものとして扱われてきたのである。すなわち、本
来、株主持分の範囲内での企業財産の流出であるから、
「債権者の利益」を害しない…債権者保護…とする考え方
に基づくものであった。＞（13）とみられている。
森田も、武田も、ともに会計のいわば中心的機能であ
る利益計算について、資本維持との関連を、以上のよう
に明確に関連づけているにもかかわらず、制度会計機能
論において「資本維持機能」が前面に出されることがな
いのはなぜであろうか。
資本維持を中心に出せない何かがあると考えざるをえ
ない。桜井勝久（以下桜井）は、経済的利益計算の仮設
例を述べるにあたり、＜…利子率が６％であるとすると、
１年後に得られるキャッシュ・フローの現時点での価値
は、[10,000÷1.06]により約9,434円になる。またキャッ
シュ・フローが２年後であれば、現時点での価値は約
8,900円[＝10,000÷1.06÷1.06]である。…貸借対照表は
決算日現在で作成されるから、そこに掲載される資産を
割引現在価値で評価するには、将来キャッシュ・フロー
を予測したうえで現時点での価値を表わすよう割引計算
を行わなければならない。このように計算される純資産
の割引現在価値を期首と期末で比較すればその増殖分を
利益として把握することができる。この計算法による利
益を、経済学的利益という。＞（14）とした上で、＜…し
かし経済学的利益は、将来キャッシュ・フローの予測と
割引利子率の選択に著しい不確実性があるため、現実に
は客観的に計算することはできない。ただしこの計算が
できなくても、市場が完全であり（価格が割引現在価値
と等しいこと）、かつ完備している（どのような財貨にも
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価格が観察できる市場があること）ならば、市場価格を
用いて経済学的利益を算定することができる。しかし現
実の市場は、完全でもなければ完備されてもいないから、
結局、経済学的利益は、計算できないのである。＞（15）
としている。
つまり、現行会計制度による貨幣資本維持計算、つま
りは利益計算をもってしては現実的、経済的な意味での
貨幣資本維持はできないのである。そうであるならば、
利益決定計算と、分配計算が統一的に理解され処理され
ていたとみることは当を得ないと思われる。
武田は、＜…平成18年の改正前商法の「計算規定」に
ついてみると…「利益決定計算」と「利益分配計算」と
を総括する概念として使用されてきた。そしてこの決定
計算と分配計算とを媒介し、結び付ける役割を「債権者
保護」が果たしてきた。＞（16）と理解されているのであ
るが、それはいわば形式論理であって、実体経済的実質
を含むものではないと理解すべきであろう。
このところを、嶌村剛雄（以下、嶌村）はつぎのよう
に説明している。＜企業サイドから見た処分可能利益計
算は、いわば資本維持計算の裏返しである。つまり、こ
こにいう利益の処分性は、投下した資本を回収維持した
剰余額の意味での処分可能性である。…原価主義会計に
おける損益計算の特質について、名目資本維持計算とし
て指摘される場合が多いが、目的概念としての名目資本
維持計算など本来的にありえないものである。…資本維
持という概念はもともと企業の実体的存続を前提とした
概念であり、その限りで目的としての資本維持計算は実
体的資本維持計算しかありえないものである。…＞（17）
とされ、しかしそれら名目的ないし貨幣資本維持後の剰
余額としての利益計算を行うのは、企業サイドからの要
請ではなく、利害関係者サイドからの要請である。つま
り制度会計上計測された「利益」は、企業サイドから見
た場合の合理的資本維持とはなりえないのである。
しからば、会計の中心的機能である利益計算の、中心
的課題は何であり、どのような構成のもとに存在してい
ると考えるべきかについて、考察してみることにする。
木村重義（以下、木村）は、会計機能についてはつぎ
の５つをあげ、各別に説明している。つまり、（1）財産
管理の手段、（2）財産管理責任の表明、（3）経営状況の
報告、（4）経営管理の手段、（5）分配可能利益の算定、
である（18）。しかしながら木村は、財務会計ないしは制
度会計の『目的』を示すにあたっては、これら『諸機能』
とは異なるものであって、それは会計が経営の何を計算
するのかというより本質的なことを指すというのである。
その上で、＜…会計が何を記録するものであるかにつ
いての議論を会計目的論とよぶとすれば、その内容につ
いて通説的にみられることは、会計は財務諸表による経
営状況の報告を目的とするという見解である。しかし、
著者のみるところでは、会計がそのようなことを主目的
にしていると解することは困難である。これに対して、
その主目的は分配可能利益の算定であると見るならば、
現行の制度会計の諸原理の合理性は容易に理解できる。
この主要目的にかなう計算をしながら、財務会計は、二
つの主要財務諸表によって経営の「経営成績」と「財政
状態」を表示することを副次的目的とするということが
できるであろう。＞（19）としている。以上の木村による
制度会計機能ないし目的論においても『資本維持』につ
いてはふれられていない。
一方、経営はこれら会計制度を通じた計算過程を利用
しつつも、資本の実体は維持しなければならないことは
前述のとおりである。そこで、近年に見られるわが国企
業の経営活動について、これら会計制度を通じた資本維
持はどのような状態であったかについて考察してみる。
戦後のいわゆる高度経済成長期は、昭和50年頃から低
経済成長に入った。昭和49年不況を境にした企業の状況
については、昭和51年版経済白書がこれを詳細に説明し
ている（20）。その後のバブル経済を経験したわが国企業
は、まさに投資収益率の期待しがたい状況へと進んだの
である。このように経営は、経済全体の景況の中で、自
らの活動を律せざるをえず、そこでは成長期にある経営
も、すでに成熟期を迎えた経営も、さらに衰退期にある
経営も、そのそれぞれが自己の資本を最適な状態で活動
させることが至上命題となる。
その際、成長期にある経営は、最も合理的な資本構成
を求めて、他人資本と自己資本を調達し、運用との調整
をはかることを要し、また成熟期にある経営は合理的な
資本量とともに、最も合理的な資本構成を求めなければ
ならず、縮小期にある経営も同様の資本的要求を満たさ
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なければならない。
その際問題となる点は、いずれの状況にある経営にお
いても、他人資本とりわけ借入金の経営状況に応じた
増・減措置が、また自己資本とりわけ増資と減資とが、
経営状況に応じて措置される必要が生ずる点である。な
ぜなら両者間には明らかに最適なレバレッジが存在する
からである。
もしいずれかの措置をとることが、何らかの理由によ
り困難であるとすれば、最適負債・自己資本比率を得る
ことができず、したがってそこでの資本コストは歪曲し
た形で描かれざるを得ない。
わが国における自己資本維持に関する法的規定は、か
なり厳格に定められており、それが欧州の主要国とりわ
けドイツ・フランス（払込資本の維持に重点が置かれて
いる）に類似している点は、すでに知られているところ
である。
自己資本維持規定、とりわけ払込資本の維持があまり
に厳格である場合、＜…企業が拡大期にある場合には、
自己資本も借入も増加していくため、…制約にはならな
い。しかし、企業が成熟し、投資機会が減少している場
合や、企業の規模が縮小している場合には、借入の返済
は自由に行えるものの、自己資本維持規定により自己資
本の株主への払い出だしが自由に行えないため、企業の
財務活動の制約条件となる。＞（21）わけである。
「払込資本維持」についての法的規制の厳格さは、明ら
かにわが国企業の、ことに財務活動に重大な影響を与え
てきたことは明らかである。
３．会計基準を補佐する諸制度
「資本維持」を中心視座とした会計学説もこれまでに多
く見られた。いわゆる各種「時価主義会計」がそれであ
る。
資本維持は会社の独立採算経営の根本問題である。そ
れは損益計算をつうじて果たされるが、その場合の期間
費用の評価がどうなされるかによって、すなわちそこで
維持されるべき資本内容によって、①名目資本維持説、
②実質資本維持説、③実体資本維持説など諸説がみられ
る。①②説により回収・維持されるべき資本は、投下貨
幣額であり、③説によるそれは、具体的な経営を構成す
る物財そのものである。
より具体的には、①名目資本維持説によれば、その費
用計上は名目歴史的原価よることになり、これは現行会
計理論上の原則としての原価の原則によるものである。
ここで維持されるべき資本は、歴史的投下貨幣資本であ
る。②実質資本維持説によれば、諸費用はすべてそれぞ
れの発生時点における一般物価指数にもとづいて、期末
決算時点で統一的に再表示される。さらに諸収益につい
ても同様の処置がなされることが特徴的である。ここで
維持されるべき資本は、期末決算時点における一般物価
指数によって修正された歴史的投下資本である。③実体
資本維持説によれば、費用計上はその費消された財貨の
実際の取替日における取替価格であるとされる。ここで
維持されるべき資本は、物的実物資本である。さらにこ
れに付随して考察されるべき資本維持説として、上記③
説における費消された財貨の実際取替価格にかえて、収
益発生時点における当該費消財貨の再調達時価をもって
費用計上すべしとする説をあげることができる。
これら諸説の内容を理解することの目的は、実は現行
の制度である名目資本維持の実態を理解するためのいわ
ば手段であるといえよう。事実、現行会計制度によって
も利益の分配過程をつうじ、相当程度の調整が可能であ
ることを多くの時価主義論者は指摘している。
そして、いかにこれら時価主義会計学説上の論理が、
資本維持上合理性をもつと主張されようが、これらが制
度として全面的に採用されることはなかったといえる。
ここではその根本原因こそが追及されなければならない。
嶌村は、支出額を費用の測定基礎とすることの根拠、
したがってまた原価配分ないし費用配分の根拠、さらに
は原価主義の根拠についても、本質的な面からの根拠と
技術的な面からの根拠に区別して検討する必要があり、
本質的な面からの根拠は、業績指標性と処分可能性を特
質とする利益の計算に対する適合性にあるとして、つぎ
のように述べている。
まず業績指標性の面からの適合性についてであるが、
利益の業績指標性を単純にとりあげれば、費用について
も現在価値を反映する何らかの時価を基礎として計上す
るのがより適合性が高いことはいうまでもない。しかし
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ながら、さらに＜…原価主義会計における利益の基本的
な特質は、…処分可能性に求められ、業績指標性の内容
も究極的にはそれによって制約されることになるが、結
論的に示せば、原価主義会計における利益の業績指標性
は価値増殖情報としての指標性ではなく、投下貨幣資本
の回収剰余情報としての指標性である。つまりそこでの
業績指標性は期間計算的な回収業績であって、その情報
価値は個別企業の現実的投資効率が反映される点に求め
られ、その意味で支出額基礎の適合性が認められる。＞
（22）。一方、利益の処分可能性の面からの適合性について
は、処分する側と処分を受ける側、つまり企業サイドと
利害関係者サイドの２つの視点からの検討を要するとし
て、つぎのように指摘している。
企業サイドからみた処分可能利益計算は、いわば資本
維持計算の裏返しであり、投下した資本を回収維持した
剰余額の意味での処分可能性である。＜…資本維持とい
う概念はもともと企業の実体的存続を前提とした概念で
あり、そのかぎりで目的概念としての資本維持計算は実
体的資本維持計算しかありえないものである。いいかえ
れば、企業サイドからみた処分可能利益は投下資本を実
体的に回収維持したうえでの剰余額以外にはありえない
ということである。したがって、利益の特質である処分
可能性が、企業サイドからの資本維持を前提としたもの
であれば、原価主義会計はまったく制度的適合性を持た
ないということになる。…したがって、支出額基礎、つ
まり原価主義会計における利益の処分可能性の根拠また
はその制度適合性を明らかにするためには、別の視点か
らこの問題を取り上げる必要がある。つまり、処分する
側である企業サイドではなく、処分される側である利害
関係者サイドから検討すべきものである。そこでの処分
可能であるための要件は、企業の資本維持効果ではなく、
利害関係者の利害調和効果である。＞（23）。
他方、測定技術の面からの支出額基礎の適合性につい
ては、例外的な事項はあるとしても、支出額は、取引当
事者の合意にもとづく現実の取引価額であるから、検証
可能性を具備し、したがって客観性を保持しているとみ
るのである。
以上のごとき理由から、「利益計算」の裏返しが「資本
維持」であるといわれながら、資本維持を会計の中心機
能として規定しえない理由が明らかになったわけである。
この論理は、明らかに現時点でも通用する。
しからば、原価主義会計を通じての、いわば企業の実
体資本維持は、どのようにはたされてきたかについての
考察でなければならない。またその前に、これら制度的
要請を満たすための、簿記構造は、どのようなものとし
て捉えるべきであるか。この点を要約・整理しておきた
い。
会社法の規定によれば、剰余金つまり「その他資本剰
余金」「その他利益剰余金」が、分配可能利益であること
になる（24）。また桜井によれば、その「剰余金」、つまり
その他資本剰余金とその他利益剰余金の合計額の使途に
ついては、①資本金への組入、②資本準備金・利益準備
金へ組入、③損失の処理や任意積立金の積立など、④株
主に対する剰余金の配当などであるとされている（25）。
このように考えると、もちろん従来の会計基準の立場
からは、その他資本剰余金の株主への分配可能性が、資
本取引であるところから非論理的性格のものと指摘され
るところである。
しかしながら、その分配可能・不能を規定するのは
「制度」そのものでなければならない。しかもこれまで考
察してきたように、「維持すべき資本」それ自体が必ずし
も経済的実態を正確に反映しているものでもないとすれ
ば、企業活動の資本維持の実情をふまえた上での分配額
の措定でなければ、むしろ企業の資本維持は果たされな
いと思われるし、現実にそのようにもなってもきた。
そこで、従前のような純資産ないし自己資本に対する
認識は、今回の会社法の成立によって、少なくも理念と
しては変更されたと思わざるをえないのである。しから
ば何がどのように変わったとするのであろうか。つぎに
この点を簿記理論の構成をつうじ考察してみたい。
木村は、「資本」は「利益」から派生したものであると
して、つぎのように述べている。＜…利益を資本に先行
する概念であるとする考えは、会計論としては一見奇異
であるかもしれないが、経営及び経済の事象の観察から
は自然・必然の推論である。資本として用いられる財は、
余剰の富あるいは消費の節約からもたらされたもので、
払込まれる「資本」は払込まれる前から「利益」なので
ある。つまり、資本は本質的に利益であるとすることは、
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国民経済の立場からも個別経営の立場からも、客観的に
も主観的にも正しい見方である。＞（26）とされ、このよ
うな観点から、簿記理論として会計目的（分配可能利益
の算定）に対し合理性をもつものとして、G・クルツバ
ウアーの在高・損益二勘定系統説をとるとしている。こ
の説によれば、端的にいって、「利益」は「資産」の増加
によって、各取引毎に示されることになる。
他方、これと対照的な簿記理論として有力な学説は、
純資産説とよばれるものである。F・シェアーによって
提唱されたものであって、複式簿記は財産各構成部分、
すなわち諸資産および諸負債とその総量すなわち純財産
との二重記録であると規定する学説である。
＜純財産説においては「利益」は「資本」の増殖分で
あるとされるのに対して、…在高・損益二勘定系統説に
おいては「資本」は「利益」の特殊な場合であるとする
…＞（27）ことからも理解しうるとおり、会計は利益計算
が本質機能であるとするならば、在高・損益二勘定系統
説が適当であるとみなければならない。
筆者の見解では、会社法成立前は、つまり「利益決定
計算」が「利益分配計算」と直接的な関連のもとに理解
されていた場合には、むしろ在高・資本二勘定説が説得
しうる簿記理論として存立しえたと考えられる。しかし
ながら、すでにわが国によって示された「一つの会計基
準」によって指向された資本維持が不調をきたすことに
なった現在、在高・損益二勘定系統説による自由な分配
不能利益（資本）を、また同時に分配可能利益を規定し
うる体制認識こそが重要であると思われる。
武田はさらに、＜…重要なことは、会計上、資本維持
という概念がまったくなくなったかのごとく理解される
ことがあるがそうではない。資本維持の問題は、依然と
してプロダクト・センターでの基本的要請である。…＞
（28）と。であるなら、これらの状況にある制度会計上、
より客観的な資本維持状況を示すべき何らかの手段が講
ぜられなければならず、それこそが「キャッシュ・フロ
ー計算書」であると思われる。
キャッシュ・フロー計算書の財務諸表化の歴史につい
ては、つぎの一文が参考になる。＜…アメリカでは、会
計原則審議会（APB）が意見書第19号「財政状態変動の
報告」（1971）を公表し、これを基本財務諸表の一つと
して開示することを要求した。しかしながら、この財政
状態変動表では、資金概念の弾力的な使用や多様な様式
が容認されたため比較可能性を欠く等の多くの問題点が
指摘され、これに代わって、FASBが基準第95号「キャ
ッシュ・フロー計算書」を公表し、この開示を義務づけ
たのである。このアメリカの影響を大きく受けて公表さ
れたのが、国際会計基準改訂第７号（改訂IAS7）（1992）
であり、その内容はFASB基準書第95号に類似したもの
となっている。…＞（29）。またわが国においても、これ
ら会計基準の国際的調和の一環として、＜…企業会計審
議会の「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の
設定に関する意見書」の公表を受け、平成10年３月13日
付でキャッシュ・フロー計算書が開示の対象とされ…キ
ャッシュ・フロー計算書が基本財務諸表の１つとして追
加されることになった。…＞（30）のである。
資金を中心とした経営活動分析のためのキャッシュ・
フロー計算書が備わったところで、さらに社会経済的
「資本維持」計測のために必要な観点は何であろうか。＜
…１つは、FCF（Free Cash Flow)の算出と、資本コ
ストを割引率とするFCF現在価値の期間合計額である
「企業価値」を算定する方式に見出すことができる。つま
りこの方式によれば、期首投下資本（期首資産総額）が、
期間終了後どれほどの企業価値（期末資産総額）として
存在するものであるか（将来的に）、ないしはあったか
（実績数値として）を計測することが可能である。もちろ
んのこと期首投下資本がその期末企業価値額内にあ
れば、資本は実質的に維持されたことを意味するこ
とはいうまでもない。他の１つは、期間内各年度のEVA
（Economical Value Added）つまり、投下資本×（ROI－
資本コスト）についての現在価値（資本コストによる割
引）の合計額、つまりはMVA（Market Value Added）
を算出することにより、期首投下資本とそのMVAを合計
することによって「企業価値」を算定することができる
ことである。もちろんこの場合にも、投下資本に加算す
べきMVAがプラスであることが当該期間における実質的
資本維持の条件であることはいうをまたない。＞（31）。
以上の諸方式は、取得原価主義会計をもってしても客観
的資本維持、同時にそれは客観的分配可能利益額の算定
可能性を意味することになると思われる。
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